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業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 最近の業績の動向等を踏まえ、平成 20 年 5 月 13 日に公表いたしました平成 21 年 3 月期 第 2四半期累
計期間および通期の業績予想を下記のとおり修正いたします。 
 

記 
 
１．連結業績予想数値の修正 
(1)平成21年3月期  第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり四
半期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 41,000 1,000 800 200 2.70 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 39,000 700 600 △150 △2.03 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △2,000 △300 △200 △350 － 

増 減 率            （％） △ △4.9 △30.0 △25.0 △ － － 

（ご参考）前期第2四半期実績 
(平成 20 年 3月期第2四半期) 

33,322 722 697 359 4.85 

 
(2)平成21年3月期  通期（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり四
半期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 83,000 3,100 2,700 1,100 14.85 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 80,000 2,500 2,300 700 9.45 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △3,000 △600 △400 △400 － 

増 減 率            （％） △ △3.6 △19.4 △14.8 △36.4 － 

（ご参考）前期実績 
(平成 20 年 3月期) 

65,700 1,309 1,024 382 5.17 

 



２．個別業績予想数値の修正 
(1)平成21年3月期  第2四半期累計期間（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり四
半期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 22,000 700 600 200 2.70 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 22,000 600 600 100 1.35 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） － △100 － △100 － 

増 減 率            （％） － △14.3 － △50.0 － 

（ご参考）前期第2四半期実績 
(平成 20 年 3月期第2四半期) 

22,525 596 685 481 6.50 

 
(2)平成21年3月期  通期（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

（単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり四
半期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 45,000 1,900 1,700 700 9.45 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 44,000 1,600 1,500 500 6.75 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △1,000 △300 △200 △200 － 

増 減 率            （％） △ △2.2 △15.8 △11.8 △28.6 － 

（ご参考）前期実績 
(平成 20 年 3月期) 

44,141 921 898 352 4.76 

 

３．修正の理由 

 第2四半期累計期間の業績予想につきましては、更なる原料価格の上昇に価格転嫁が追いついていない状

況に加え、新設住宅着工の回復の遅れ、道路特定財源問題の影響等による販売数量減もあり、売

上高、営業利益及び経常利益は、前回発表予想数値を下回る見込となりました。また、上記の理

由に加え、訴訟関連費用、事業撤退損等の特別損失を計上しましたので、当期純利益は、前回発

表予想数値を下回る見込となりました。 

 

通期の業績予想数値につきましては、当社が市場とする住宅、建築、土木等の業界は引き続き

低調に推移するものと予想され、また、半導体、液晶パネルの業界も市況の悪化や世界的な景気

停滞を背景に設備投資も抑制傾向が続くものと思われるため、前回発表予想数値を下方修正いた

します。 

 

 (注)上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくものであり、実際の業

績は今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

以 上 




